チャランケ通信　第147号　2016年10月3日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　小池都政の活躍、「情報公開」「説明責任」の重要性が大きい
　いよいよ臨時国会も始まり、衆参の予算委員会に続き、衆議院の予算委員会が始まった。都政の豊洲問題が大きくクローズアップされ、小池新都知事の活躍に注目が集まっており、来年の都議会議員選挙を睨んでのさまざまの攻防が繰り広げられているようだが、都知事の交替が大きな成果を上げたことは間違いない。その要は、情報公開であり、是非とも市民の立場に立ってどしどし進めて欲しいものだ。

　海の向こうでは、アメリカ大統領選挙が本格的な論戦に入り、9月26日には第1回のテレビ討論が実施された。どうやら、クリントン候補の方が論戦に勝利し、選挙戦は有利になったようだが、一度のテレビ討論だけではなかなか勝敗の帰趨は決まらないようで、11月8日の投票日に向けて第2回、第3回と注目され続けていくだろう。

　トランプ候補の「脱税」問題が暴露、所得税支払を免れていた
　ところが、最新の報道によれば、トランプ候補の納税資料がニューヨークタイムス宛に、送り主が誰からかは不明なまま送られて来たようで、トランプ氏が事実上所得税を納めていなかったのではないか、という疑惑が突如浮上してきた。未だ詳細な内容は明らかになっていないが、アメリカの所得税は超過累進制に基づく総合課税が原則で、高額所得者達は最高税率4割前後とはいえかなりの金額を納税しなければならず、どうしたら逃れられるのか、あの手この手を使ってきたはずである。良くある手は、高額の投資物件を借金で作り、その支払利息を所得税と相殺して行くやり方で、総合課税の弱点の一つとされてきた。トランプ氏も、どうやら長期間にわたって過去の赤字分を納税すべき金額から相殺してきたようだ。

　ヒラリー候補もゴールドマンサックス等の講演料の開示を
　ヒラリー氏は、所得税の納税記録を出すよう前回のテレビ討論でも執拗に追及してきたのだが、トランプ氏はまともに回答することなく今日に至っていた。それが、突如「暴露」されたわけで、トランプ側にとっては大変な痛手であり、選挙戦に与える影響は致命的なものになるのではないか、と思う。やはり、税は公正でなければならず、例え法律の抜け穴を使ったとはいえ、税逃れをしていたとなればアメリカ国民の批判は高まるに違いない。ヒラリー陣営にとっては、大きな成果を上げることができたのだが、御自身がゴールドマンサックス等での講演料をどのくらいもらっていたのか、予備選挙でサンダース陣営から追及されていたことは、未だ情報公開されていないと記憶している。こうした、金銭や税金などの問題を政治家は情報公開と共に、しっかりと説明する責任があることを教えてくれる。

　予算委員会、アベノミクスの経済政策は、新自由主義なのか社会民主主義なのか、是非とも問いただして欲しい
　さて、予算委員会での質疑の最大の焦点は、アベノミクスの評価に関するものだろう。そうしたなかで、働き方の改革という問題が浮上してきている。最低賃金の底上げや賃上げはもとより、同一労働・同一賃金であるとか、労働時間に対する規制のあり方だとか、まるで社会民主主義者に成り代わったかのような変貌ぶりである。もちろん、そのこと自体は働く者の生活と権利の改善に結び付くわけで、おおいに実施して欲しいと思う。と同時に、最近の最低賃金の底上げが、日本経済にはどのような効果を上げているのか、専門家は調査・研究して欲しいものだ。低所得者層にとって、その多くが消費に結びつくわけで、内需拡大に結び付いているのではないかと思われる。日本経済のデフレからの脱却に向けて、そのピッチをさらに上げて欲しいものだ。
　法人税負担より、社会保障負担の重さに企業は狙っているのだ
　問題は、安倍総理が強調していた「世界で一番企業が活躍しやすい国」にしたい、として法人税の引き下げや規制緩和といった新自由主義的な改革を進めてきたこととの関係である。労働者の労働条件の中には賃金だけでなく年金や医療・介護といった社会保険制度もあり、社会保険制度は原則として保険料は労使折半である。この保険制度については、法人税とは違ってどんな赤字企業であっても原則として労働者を雇用していれば企業負担をしなければならない。ただし、前号でもパートの年金問題で指摘したように、パートタイマーや非正規雇用労働者の多くは一定の条件の下で保険料負担を制度的に免れているのだ。つまり、企業にとって一番問題だと思っているのは、社会保障制度にかかる保険料負担問題である。つまり、法人税の外形標準課税と同じ問題なのだ。
　安倍総理は、企業が一番活躍しやすい国にすることと、企業が負担を嫌がっている社会保障制度の保険料負担との関係について、どのように考えているのか是非とも国会で取り上げて欲しいものだ。
　日本型「メンバーシップ型」雇用のもとで、「ワークライフバランス」や「同一労働・同一賃金」をどう実現できるのか
特に、働き方改革の問題となれば、日本の大企業を中心に広く実施されている雇用契約が「就職」(「ジョブ型」雇用)ではなく「就社」(「メンバーシップ型」雇用)となっており、日本の企業社会では「終身雇用・年功序列賃金・企業別労働組合」という欧米諸国にはない特徴を持ってきた。すなわち、一度雇用されれば、仕事とは関係なく年功的に賃金が設定され、労働時間も会社の命令によって長時間労働が強いられ、働く場所も一方的に転勤や配置転換が推進し、労働者の基本的な権利が守られない状態が続いてきたことは濱口桂一郎氏の名著『新しい労働社会』(岩波新書2009年刊)以降の多くの著作に詳しく述べられている。「ジョブ型」「メンバーシップ型」という表現は、確か濱口氏が名付けたものと理解している。
濱口桂一郎著『新しい労働社会』(岩波新書2009年刊)は古典的名著
こうした仕組みを前提にしたまま、同一労働・同一賃金を提起しても、企業の中で一生勤める場合、年功序列型の賃金で若いころには低賃金でも、高年齢になれば高い賃金になることで取り戻すことになっていれば、同一労働・同一賃金の算定は困難になる。ましてや、労働時間や配置転換などにいつでも応じられる労働者と、そうでない労働者との間での「同一労働・同一賃金」はなかなか難しい。つまり、欧米のように「ジョブ型」雇用が一般化している社会と、日本のように「メンバーシップ型」雇用になってきた社会では、雇用のスタイルが違うのだ。今、直ちに日本の雇用を総て「ジョブ型」にしろと言っても、ジョブの中身が多くの企業内外で確立しておらず、それは無理である。かといって、今大きく広がった非正規労働者を総て「メンバーシップ型」雇用にすることも労働者の基本的な権利との関係で困難であろう。

先ずは「ジョブ型」の正社員の拡大に向けて、政労使の合意を
最近では、少子化の問題の解決には子供を産み育てられる環境が重要で、保育所の問題や子ども手当などの論議が進められているのだが、何よりも重要になっているのが配偶者である主として男性の働き方の改革、即ち「ワークライフバランス」の実現の重要性が指摘されて久しい。つまり、共働き世帯が前提になり、夫婦で子供を育てることの必要性が主張されているのであり、労働時間のあり方についても長時間残業を強いる事の問題や、配置転換などについてもそれに応じない雇用を求める若者が増え始めているのだ。濱口氏は「ジョブ型の正社員」を拡大していくべきではないか、と言う問題提起をされているのだが、日本の企業社会の改革に向けて、労使の大きな合意が必要になっていることは確かであり、その実現に向けて努力して欲しいものだ。

「日本型雇用」の改革問題、教育やイノベーションとも絡む大問題
 実は、この雇用改革の問題は、実は教育の中身にも関係しているし、何よりも企業のイノベーションとの関係でもその必要性を指摘する意見が強くなっている。国際的な競争が激化する今日、最先端のイノベーションは驚くべきスピードで進んでおり、一つの企業内での仕事の変化も激しい。それに対応できるには、同一企業内のOJTに依拠してきた「メンバーシップ型」雇用では、対応できにくくなっていると言われているのだが、その点についてはもう少し冷静に見なければならないのかもしれない。
いずれにせよ、日本社会を大きく転換させるような大問題になることは確かである。
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